









































































1998 「ヒトの体外受精･胚移植の臨床応用の範囲についての見解」       
（日本産科婦人科学会） 





2001 「遺伝学的検査に関するガイドライン（案）」（遺伝医学関連 8 学会） 
2001 「ヒト遺伝子検査受託に関する倫理指針」（（社）日本衛生検査所協会） 
2001 「ヒトゲノム･遺伝子解析研究に関する倫理指針（三省指針）」       
（文部科学省、厚生労働省、経済産業省）  
2003 「ヒト遺伝情報に関する国際宣言」（UNESCO） 
2003 「遺伝学的検査に関するガイドライン（10 学会ガイドライン）」      


























































UNESCO 国際宣言等、別表 5 に掲げる指針［三省指針等］および関連団体
等が定める指針［10 学会ガイドライン］を参考とし、特に留意する必要があ






























億円に上っている 5。この内、厚生省はゲノム解析研究事業に対して 100 億円の予算を要
求している。ちなみに前年 1999 年度の、厚生省ゲノム解析研究関連事業「保健医療分野











理問題に関する国際ガイドライン」（International Guidelines on Ethical Issues in 
Medical Genetics and Genetic Services、1998年）7 および「遺伝医学における倫理問題







































































2004 年 2 月 4 日、兵庫県神戸市で大谷産婦人科を開業する大谷徹郎医師が、学会に無
















2004 年 3 月、大谷医師は記者会見を開き、現行の日本産科婦人科学会ルールの緩和を
訴えた。大谷医師の主張は、「現行ルールがあまりに厳しいため、女性の妊娠・出産に関す
る自己決定権を侵害している」というものである。同年 5 月には、東京地裁に対して日本
産科婦人科学会を相手とする上述の訴訟を起こした20。また、2004 年 9 月から 2005 年 6
月までに、大谷医師は 27 件の着床前診断を行った（全件学会に無断で実施）。それらは、



















2004 年 4 月、日本産科婦人科学会は大谷医師の除名を決定した。除名の理由は、大谷
医師が学会のルールに対する誤った態度を是正する意思がないと判断したためである。し
かし、その後 2005 年 6 月、学会の方が着床前診断への規制を見直し始めた。そして 2006
年 2 月、同学会理事会はこれまでのガイドラインの内容の一部を改訂し、習慣性流産も着
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1  磯辺 2001:19 
2  同指針は、2001 年 4 月 1 日、三省指針の施行により廃止された。 







5  バイオ関連 5 省庁によって作成された｢基本方針｣では、バイオ産業の市場規模を1999
年当時の 1 兆円から 2010 年には 25 兆円に拡大させることが目標とされた。 
6  三宅 2000:401 
7  http://jshg.jp/pdf/WHOguideline.pdf 
8  http://www.kuhp.kyoto-u.ac.jp/idennet/idensoudan/guideline/WHO_HGN_ETH_00. 
4.pdf 
9  信州大学医学部･福嶋義光教授へのインタビューより。(実施日：2007 年 7 月 17 日･於：
信州大学医学部附属病院) 
10  磯部 2001:19 
11  現在、599 名の臨床遺伝専門医が登録されている(2007 年 8 月 2 日時点)。 
12  上述インタビューより。 
13  上述インタビューより。 
14  斎藤 1999:141 
15  朝日新聞 2004 年 2 月 4 日夕刊  
16  また、10 学会ガイドラインにおいても、着床前診断の実施あたっては日本産婦人科学
会会告に準拠する、との旨の記述がある（同ガイドライン｢５．出生前検査と出生前診断－
(７)｣）。 
17  朝日新聞 2004 年 4 月 11 日朝刊 
18  朝日新聞 2004 年 11 月 6 日朝刊  
19  http://www.japanfrom.org/ 
20  同訴訟請求は、2007 年 5 月に東京地裁によって全て棄却されている。 
21  同ガイドラインにおいて、次のように記載されている。 
「(略)このガイドラインの遵守を期待できる範囲は，基本的には，遺伝医学関連学会の会
員内に止まる．(略)今後は，日本遺伝子診療学会が要望したように、また他国でも指摘さ
れているように，遺伝学的検査そのものの公的機関による評価体制、監視体制を整える必
要がある。」（同ガイドライン：おわりに） 
22  例えば、無断に遺伝学的検査された結果、重篤な遺伝性疾患の原因遺伝子変異が発見
された場合など。 
